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令和３年度
豊田市水道事業・下水道事業

当初予算概要

令和２年度「水道・下水道ポスター」最優秀賞作品

1

（水道の部） （下水道の部）
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１ 令和３年度当初予算の概要
（１）当初予算編成の考え方

・既存の事業を再点検した適切な見直しなどによる経費削減に引き続き取り組む。

・国庫補助金などの積極的な収入確保や企業債の有効活用を図る。

・ストックマネジメント計画に基づく、計画的な老朽化対策を着実に推進する。

・災害に備え、管路・施設の耐震化や耐水化など危機管理対策を優先的に実施する。

・水道事業は、施設の統廃合などを進め、事業規模の適正化に取り組む。

・下水道事業は、アクションプランに基づいた整備を計画的に進める。

①企業会計（水道・下水道事業）当初予算規模 378億8,478万円 <+21億1,849万円>

【水 道 事 業】217億7,362万円 <＋17億6,647万円>

【下水道事業】161億1,116万円 <＋3億5,202万円>

②水道料金は、使用水量の減少により減収の見込み。

下水道使用料は、供用開始区域の拡大により増収の見込み。

【水 道 料 金】 （Ｒ２）92.9億円 → （Ｒ３）91.7億円 <▲1.2億円>

【下水道使用料】 （Ｒ２）42.0億円 → （Ｒ３）42.3億円 <＋0.3億円>

③建設改良費は、ストックマネジメント計画などの各種計画に基づき計画的に実施

【水 道 事 業】 （Ｒ２）73.6億円 → （Ｒ３）93.3億円 <＋19.7億円>

【下水道事業】 （Ｒ２）46.1億円 → （Ｒ３）49.2億円 <＋ 3.1億円>

（２）令和３年度当初予算の概要 ＜ ＞内は対前年度
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２ 令和３年度主な実施事業

◆新設・拡張 ２０.5億円（対前年度＋14.8億円）

・水道管新設事業

配水ポンプの更新

・豊田・岡崎地区研究開発施設送水事業

3

１.４億円

１９.１億円

◆老朽化対策（ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ関連） ２９．８億円（対前年度▲0.4億円）

・管路更新事業

・施設更新事業

１２.８億円

１７.０億円

道路の整備等による新規の管路等の整備や、施設の統廃
合等による効率的な水運用のため、管路等の整備を実施
します。

水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した施
設や管路、施設内の機器等の更新を行います。

水道管整備工事

（１）水道事業
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◆災害対策 １０.４億円（対前年度＋2.5億円）

・重要給水施設管路の耐震化事業

・施設の耐震化事業等

4

２.４億円

７.０億円

西中山配水池 耐震補強工事

新水道耐震化プランに基づいた施設や管路の耐震化など
災害時に備えた整備を実施します。

◆他事業関連 １９.７億円（対前年度＋0.1億円）

・土木工事支障移転事業

・下水道事業支障移転事業

１１.５億円

６.６億円

下水道事業や道路改良事業等に伴う管路の移転や区画整
理事業等の開発に伴う管路の整備を実施します。

・区画整理等開発関連事業 １.６億円

・飲料用循環式耐震性貯水槽設置事業 ０.３億円

・浸水対策事業 ０.３億円

・災害拠点給水施設改修事業等 ０.４億円

橋梁への水道管添架工事

※管路は、老朽化対策工事を実施することにより、

同時に耐震化対策を図ることができます。

東山配水場配水池完成イメージ
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◆汚水処理整備（拡張）３２.２億円（対前年度＋3.1億円）

◆老朽化対策(ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ関連)４.７億円（対前年度＋1.6億円）

・未普及解消アクションプラン ２８.９億円

・合併浄化槽補助事業（一般会計・特別） １.３億円

・管路点検・調査事業（汚水、雨水） ０.９億円

下水道管路TVカメラ調査

管路築造工事（未普及解消ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

・管路改築・改修事業（汚水） ２.９億円

・区画整理等関連事業 ２.０億円

・マンホール蓋更新事業（雨水） ０.７億円

5

水環境の保全と住環境の改善を図るため、下水道整備の推
進と単独浄化槽やくみ取り便槽から合併浄化槽への切り替
えを促進します。

下水道ストックマネジメント計画に基づき下水道施設を点
検調査し、老朽化した管路や施設を更新します。

（２）下水道事業

・施設健全度調査及び更新事業（汚水） ０.２億円

・管路改築事業（雨水） １.１億円

【参考】国の補正予算に伴う令和２年度対応予算
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◆浸水対策 ４.２億円（対前年度＋0.4億円）

・管路耐震化事業（汚水） ０.８億円

◆耐震対策 ４.２億円（対前年度▲1.0億円）

6

雨水幹線耐震補強工事
（３Ｓ工法）

近年頻発する局所的な豪雨による浸水被害を軽減するため
下水道施設の整備を推進します。

下水道総合地震対策計画に基づき、下水道管路の耐震補強
工事を実施します。

R1.6 豪雨による浸水（内水）

・管路耐震化事業（雨水） ３.４億円

・管路耐震化事業（雨水）（再掲） ３.４億円

・マンホール蓋更新事業（雨水）（再掲） ０.７億円

・施設耐水化計画策定事業（汚水・雨水） 0.２億円

・排水施設基本計画策定事業（雨水） ０.１億円

・管路改築更新事業（雨水） （再掲） １.１億円

【参考】国の補正予算に伴う令和２年度対応予算

【参考】国の補正予算に伴う令和２年度対応予算

・管路耐震化事業（雨水） ２.０億円

・管路耐震化事業 （雨水）（再掲） ２.０億円
マンホール蓋更新（雨水）



7

水 道 事 業
令和３年度予算額

（A）
令和２年度予算額

（B）
比較((A)－(B))

収益的収入 113億5,821万円 115億 296万円 ▲1億4,476万円

収益的支出 110億 560万円 111億5,402万円 🔺1億4,842万円

資本的収入 39億5,897万円 25億9,060万円 13億6,837万円

資本的支出 107億6,802万円 88億5,313万円 19億1,489万円

支出計 217億7,362万円 200億 715万円 17億6,647万円

３ 令和３年度当初予算と前年度比較

7

（１）水道事業（消費税等含む）

※一般会計からの繰入金合計 8億3,417万円（対前年度＋815万円）

収益的収支の内訳 資本的収支の内訳

【収入】113.6億円 【支出】110.1億円 【収入】39.6億円 【支出】107.7億円

その他 1.1億円

(1.0%)

その他 2.4億円
(6.0%)

一般会計繰入金
6.4億円
(5.7%)

水道料金

91.7億円
(80.7%)

その他
15.5億円

(13.6%)

一般会計繰入金
1.9億円
(4.8%)

国県補助金
1.0億円
(2.6%)

工事分担金

26.3億円
(66.4%)

８.0億円
企業債

(20.2%)

償還金
14.4億円
(13.4%)

建設改良費
93.3億円
(86.6%)

管路、浄水場の
維持管理費など

55.9億円

(50.7%)
(46.2%)

減価償却費など
50.8億円

支払利息
2.3億円
(2.1%)

※資本的収支不足額は、内部留保資金等で補填
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下水道事業
令和３年度予算額

（A）
令和２年度予算額

（B）
比較((A)－(B))

収益的収入 87億5,898万円 89億1,661万円 ▲1億5,763万円

収益的支出 83億1,311万円 82億6,817万円 4,494万円

資本的収入 33億1,625万円 31億7,625万円 1億4,000万円

資本的支出 77億9,805万円 74億9,097万円 3億 708万円

支出計 161億1,116万円 157億5,914万円 3億5,202万円

収益的収支の内訳 資本的収支の内訳

（２）下水道事業（消費税等含む）

【支出】83.1億円【収入】87.6億円

下水道使用料
4２.3億円

（48.3%）

その他

18.9億円
（21.6%）

【収入】33.2億円 【支出】78.0億円

26.4億円
（30.1%）

一般会計繰入金

管路、ポンプ場の
維持管理費など

24.9億円
（30.0%）

減価償却費など
51.6億円

（62.1%）

支払利息
6.3億円
（7.6%）

その他
0.3億円

（0.3%）

企業債
16.3億円

(49.2%)

その他
2.5億円
(7.5%)

国県補助金
9.4億円

(28.2%)

5.0億円
一般会計繰入金

(15.1%)

償還金

28.8億円

(37.0%)

建設改良費

49.2億円

(63.0%)

※一般会計からの繰入金合計 31億3,705万円（対前年度▲2億3,492万円）

※資本的収支不足額は、内部留保資金等で補填
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（１）水道料金収益及び下水道使用料収益の推移（消費税等を除く）

４ 財政状況等

9

平成29年４月簡易水道事業統合
（億円）

・水道料金は、給水戸数はわずかに増加しているが、使用水量の減少により減収傾向
・下水道使用料は、供用開始区域の拡大により増収

※ 令和元年度までは決算値。令和２年度は３月補正予算、令和３年度は当初予算。

新型コロナウイルス感染症にかかる緊急対策により
基本料金4か月分免除
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（億円）

水道事業 下水道事業

（２）当年度純利益の推移（消費税等除く）

＜H30年度決算との比較＞
・県の流域下水道維持管理費余剰金
返還による影響（＋2.7億円）

10

＜R1年度決算との比較＞
・給水収益の減（▲1.3億円）

※減免前で比較
・老朽化対策等による修繕費の増

（▲0.4億円）
・委託料の増（▲1.0億円）

※ 令和元年度までは決算値。令和２年度は３月補正予算、令和３年度は当初予算による試算。

（試算） （試算）

＜R2年度補正予算との比較＞
・減価償却費の増（▲0.9億円）
・委託費の増（▲0.4億円）

他会計補助金の減
（▲3.0億円）

＜R2年度補正予算との比較＞
・一般会計負担金（汚水）の減

（▲1.5億円）
・委託料の増（▲1.1億円）
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（３）建設改良費の当初予算の推移（消費税等含む）

※１ 各年度当初予算額。
※２ 前年度からの繰越額は含まず。

・ストックマネジメント
計画による老朽化対策
の本格化

・未普及解消アクション
プラン開始
（H28年度～R7年度）

11

（億円）

・アクションプランの優先度を
見極めた計画的な整備による減

・大規模事業終了（中部第３ポン
プ場ポンプ増設）に伴う減

・豊田・岡崎地区研究開発施設
送水事業費の増

・施設の耐震化事業等の増
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（４）企業債の未償還残高の推移

簡易水道事業の水道事業への統合
に伴う企業債の引継

（見込） （見込）

※ 令和元年度までは決算値。令和２年度は３月補正予算、令和３年度は当初予算による見込。

12

（億円）

・企業債の未償還残高は、減少傾向
・令和３年度借入予定額（水道事業：８億円、下水道事業16.3億円）

償還予定額（水道事業：14.４億円、下水道事業28.8億円）
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管理区分 管理方法 主な種別

状態監視保全
定期的に設備の状態を確認し、状態が
悪くなったものから改築・更新を行う

施設：主な機械設備
管路：下水道管路

時間計画保全
目標耐用年数を設定し、その年数が経
過したものから改築・更新を行う

施設：主な電気設備
管路：水道管路

事後保全
異常の兆候（機能低下等）や予測また
は不具合があった後に対応を行う

その他の設備
管路：水道管路

老朽化に伴い設備の故障や道路陥没事故等のリスクが年々高まっています。施設・管路の維

持管理を最適化するため、豊田市独自の目標耐用年数とリスクに応じた優先順位による改築・

更新など、種別に応じた管理区分で適切に実施します。

５ 水道・下水道ストックマネジメント計画の推進

（１） 水道
水道の管路はＡＩによる劣化予測診断結果を踏まえ、優先順位を見直し、計画的

に管路更新を進めます。施設更新はリスク評価（健全度・重要度）による優先順位
を事業の先送りや前倒しにより事業費の平準化を図りながら事業を実施します。

（２） 下水道
点検調査及び日常的維持管理を包括的民間委託により効率的・効果的に実施して

います。下水道管路は管内を調査し、状態を確認して、緊急度に応じて更新を行っ
ていきます。設備は健全度調査を実施し、改築計画を作成し、実施していきます。

リスクを抑えつつ、ライフサイクル
コストを削減する手法

＝ ストックマネジメント

TVカメラによる下水
道管路内の調査

【状態監視保全】
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○耐震対策

●管路の耐震化

災害時において医療用水等を確保するた

め、地域防災計画に位置付けられている医療

機関への管路を優先して耐震化を図ります。

●配水池など構造物の耐震化

医療機関へ配水する施設や

応急給水活動の拠点となる施設

を優先して耐震化を図ります。

14

○応急対策

●応急給水施設の充実

耐震対策には多くの時間を要します。そのため、

大規模地震発生時に、広範囲で断水することも想定

し、市内の各応急給水施設で市民の皆様へ応急給水

が行えるようにします。

災害拠点給水施設

配水池などに貯め

られた水を直接給

水栓から使用でき

る給水設備です。

飲料用循環式
耐震性貯水槽

水道本管の途中に設

置し、非常時には遮

断弁が作動すること

で新鮮な水を一定期

間貯留することがで

きる給水設備です。

応急給水支援設備

県営水道などの本

管に付いている空

気弁から臨時に水

を受けられる給水

設備です。

●管路工事のイメージ

柔軟性に富んでいるため、耐震性、耐衝撃性に優れる。

●構造物耐震化のイメージ

コンクリートの打増し

６ 新水道耐震化プランの推進
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７ 上下水道施設耐水化計画の策定
近年、全国各地で豪雨等による水害が頻発し、河川氾濫や内水氾濫の発生により上下水道施設が浸

水し、市民生活に多大な影響を与えています。この現状を受け、河川氾濫等の災害時においても一定
の上下水道機能を確保し、上下水道施設の被害による社会的影響を最小限にするために、施設耐水化
の基本計画を策定します。

施設名

水道施設 【上水】中切水源送水場

下水道施設 ※

【雨水】中部ポンプ場

【雨水】梅坪ポンプ場

【雨水】越戸ポンプ場

【汚水】越戸中継ポンプ場

【汚水】野見中継ポンプ場

【汚水】土橋中継ポンプ場

【汚水】岩倉中継ポンプ場

【汚水】あすけ水の館
平成25年9月豪雨による河川氾濫

電気設備等のかさ上げ

【耐水化対策の実例】

止水板の設置

【対象施設】

※令和２年度 国の補正予算対応

●計画対象施設

・降雨が中高頻度確率（３０年から８０

年に１回程度）で発生する河川氾濫等

により浸水が想定される施設

・浸水実績があったポンプ場等

岩倉中継ポンプ場
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８ 参考

◆浄化槽関係（一般会計）

〇合併処理浄化槽設置費補助金 １億 2,016万円（前年比▲６0２万円）

補助予定基数

交付実績 令和元年度末 ２３１基（うち転換 ６３基）

令和２年12月末 ２０５基（うち転換 １０９基）

１３５基（うち転換 １３０基）

補 助 金 額
（上限額）

設 置 費 加 算

転 換
建替・増築を伴う転換
又は 更新（※１）

撤 去 費 配 管 費

５人槽 495,000円 132,000円
90,000円

従前の単独処理
浄化槽、汲取り
便槽の撤去費

300,000円

転換時に限る
(建替・増築を伴う

転換は除く)

6～７人槽 584,000円 150,000円

8～50人槽 729,000円 210,000円

補助制度の変更内容（令和３年度）

単独処理浄化槽などから合併処理浄化槽への転換促進に重点を置き、新設に対する補助金の廃止と

転換補助の減額を実施し、新たに建替・増築を伴う転換又は更新への補助を設定しました。

（※１）更新：修繕不能な破損等の重篤な支障が発生している合併処理浄化槽を更新する場合


